
件　　　　　名請願番号

8 市議会だより

全会一致で採択した請願

請願第 8号 防災対策の見直しをはじめとした総合的な学校安全対策の充実を求める請願書

請願第

請願第

請願第

賛成多数で採択した請願（表決が分かれた請願）

5

6

7

号

号

号

義務教育費国庫負担制度の存続と更なる充実を求める請願書

「教職員定数改善計画」の着実な実施と教育予算拡充を求める請願書

保護者の負担の軽減と就学・修学支援に関わる制度の拡充を求める請願書

表決が分かれた議案及び請願に対する各議員別の賛否状況（賛成：○　反対：×　棄権：△）

※会派名は、共産は日本共産党（諸派）、開政は開政クラブ（諸派）、無は無所属です。    
※議長 今井俊郎は採決に加わりません。       
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会派名（※） すずか倶楽部 公明党緑風会リベラル鈴鹿平明の会 市民クラブ 共産 開政 無無
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意見書の送付について
9月定例会で次の6件の意見書を可決し、それぞれ関係機関に送付しました。

委員会からの提案

○「教職員定数改善計画」の着実な実施と教育予算拡充を求める意見書
○保護者負担の軽減と就学・修学支援に関わる制度の拡充を求める意見書
○防災対策の見直しをはじめとした総合的な学校安全対策の充実を求める意見書
以上３件  送付先：内閣総理大臣・文部科学大臣・衆議院議長・参議院議長

議員からの提案

○義務教育費国庫負担制度の存続と更なる充実を求める意見書
　送付先：内閣総理大臣・文部科学大臣・衆議院議長・参議院議長

○地方税財源の充実確保を求める意見書
　送付先：内閣総理大臣・財務大臣・総務大臣・内閣官房長官・内閣府特命担当大臣〔経済財政政策〕

○大規模地震等災害対策の促進を求める意見書
　送付先：内閣総理大臣・国土交通大臣・国土強靭化担当大臣

    

意見書とは市の公益に関することについて、
議会の意思を意見としてまとめた文書です。


